
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

支出等割合

30,559,041       36,562,000       

-                       -                       

132,924,370                                                              

-                     

23                                                                   

23                                                                   

％

23                    ％

％

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

293,151,572                                                              消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

23                    

都道府県 市町村 合計

-                       255,000              255,000           

-                       15,367,000          15,367,000       

1,753,739         

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

67,121,041                                                                

49,745,302       

事業名（事業メニュー）

-                       -                     

67,121,041                                                                

-                       

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

160,227,202                                                              

うち、先駆的事業 -                       

-                     

521,739              1,232,000           

-                       -                     

67,121,041       合計

30,037,302          ６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

19,708,000          

-                       

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

別　紙

％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

法人募集型

事業実施自治体

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

対象人員数
（報酬引上げ）

30,747,063

管内市町村 2

人日 人日

事業実施自治体

人

管内市町村

13

県

県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

人

人日

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

管内市町村

人

19,614

対象人員数計 追加的総費用

14

桐生市、富岡市、安中市、みどり市、甘楽町、玉村町、明和町、大泉町、邑楽町、吾妻広域町村圏振興整備組合

県 0



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

合計

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

578,000 521,739578,000 521,739

事業経費

29,295,959 - 

大学との連携による消費者教育の充実、特殊詐欺等を含む消費者被
害防止対策、青少年のネットリテラシー向上強化

補助金（適格消費者団体となるＮＰＯ法人への補助）

27,790,220

0

事業（実績）の概要

消費生活相談技術向上研修会、消費生活相談員ゼミナールの開催

事業計画 事業の実績

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費
交付金等対象経費

35,467,000 6,526,000 28,941,000 29,053,302 1,263,082

1,000,000 1,000,000 984,000 984,000

1,231,000 1,231,000 0

交付金等対象経費

1,263,082 - 30,559,041 38,276,000 6,526,000 31,750,000 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実地研修受入人数

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

研修参加・受入要望

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入希望人数

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

年間研修総日数 人日

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

年間研修総日数

法人募集型

人

人

人日
自治体参加型

参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

参加者数

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

事業計画

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

講師謝金、講師旅費、会議費

実績

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

講師謝金、費弁旅費、需用費、委託料

人日

家庭科教員等研修講座、消費者学習公開講座、食物アレルギー理解促進事業、振り込め
詐欺等根絶サポーター講座、体験・実践型研修の実施、被害防止キャンペーンの実施、振
り込め詐欺等コールセンターの実施などにより、消費者教育・啓発の強化が図られた。

人

人

年間研修総日数

適格消費者団体の認定を目指す消費者団体に補助金を交付し、適格消費者団体の認定
を支援することができた。

年間研修総日数 人日

補助金

相談員を対象とした研修会を開催し、消費者関連法の知識を深め、相談の傾聴方法を学
び、相談技術の向上を図ることができた。

事業強化・機能強化の成果対象経費（実績）



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

OK36,562,000 

桐生市、富岡市、安中市、みどり市、甘楽町、玉村町、明和町、大泉町、邑楽町、吾妻広域町
村圏振興整備組合

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

合計

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

1,344,000 1,344,000

17,017,000

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

高崎市、富岡市

30,747,063

実施市町村

1,725,000

129,000

15,272,00017,467,238

17,017,000 15,367,000

前橋市、桐生市、伊勢崎市、太田市、沼田市、渋川市、富岡市、安中市、みどり市、榛東村、
吉岡町、下仁田町、甘楽町、中之条町、嬬恋村、高山村、片品村、昭和村、明和町、千代田
町、大泉町、吾妻広域町村圏振興整備組合

1,067,000 1,067,000

2,559,000

1,343,021 1,343,000

2,146,000

970,692 947,000

2,537,000 - 

302,000

40,440,000 

高崎市

18,856,000 16,297,000

52,020,132 34,025,000 3,235,000 - 

136,0001,480,000 245,000 1,236,158 1,096,000

28年度
補正予算

185,000302,000 185,760

70,200129,000 70,000

事業計画

基金
（交付金相当分）

29年度
本予算

28年度
補正予算

事業の実績

交付金等対象経費

29年度
本予算

事業経費
基金

（交付金相当分）

前橋市

交付金等対象経費

前橋市

事業経費

前橋市、桐生市、伊勢崎市、渋川市、安中市、みどり市、甘楽町、玉村町、板倉町、明和町、
大泉町、吾妻広域町村圏振興整備組合

37,205,000 



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

食品ロス削減の取組について、市民への啓発及び飲食店の協力体制整備を推進することができた。

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

67,121,041            

30,559,041            

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

円

交付金分

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）
⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

消費者団体に補助し、寸劇による啓発活動等を活発化させた。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

-                                   

-                                   

円

相談員の新規配置や増員が図られた（２０年度比較）。

うち管内の市町村合計 36,562,000            

円

国民生活センター等が実施する研修への参加を支援することにより、相談員のレベルアップが図られた。

⑧消費生活相談体制整備事業

放射性物質検査体制を整備し、県民の食品に対する不安払拭に貢献できた。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業強化・機能強化の成果の概要

うち都道府県

うち管内の市町村合計

円

円

消費生活相談において、法律知識が必要になったとき、弁護士を活用して適切なアドバイスを受けられる体制を確保することができた。

消費者被害防止のための啓発資料配付により、県民の消費者教育・啓発の充実が図られた。

-                                   

交付金相当分



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

15,367,000           円

円

円

円

35,598,572        

29,398,202        

円-31,522,469       257,553,000        

円

円

円

円

160,227,202          円

34,567,000

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

94,267,000 円

14,355,000       

円円

円

円

円

123,665,202        

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                       

うち管内市町村

うち交付金等対象の賃料、人件費等

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額 257,553,000        

円

円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象経費

293,151,572          

円

円

円 円

94,267,000          

円

36,564,110

14,355,000

円

うち交付金等対象外経費 163,286,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

今年度

15,367,000

前年度平成２０年度

円

-                     

132,924,370          163,286,000        

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

円

36,562,000           

116,842,617 123,665,202

151,409,617     ②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

うち都道府県

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

うち都道府県

-                         

円

円

うち交付金相当分取崩対象外経費

円

円

対平成２０年度差

①都道府県の消費者行政決算見込み額 141,247,203     円

円 円

-4,010,069        

1,995,000          

円

-60,920,671       

円

円

102,365,329

円

494,752            円

104,683,093

30,559,041           

円

円

円

円

円

-                     

円

-                     

-                     

6,822,585          

円

円

円

1,012,000          

8,817,585          

22.9

うち管内市町村

円

23.0

67,121,041           

うち交付金等対象経費

4,504,821          

-                     

対前年度差

-6,005,069        

円

-                     

-30,361,630       

円

65,960,202        

-                     

円円

1,012,000          

円

円

-2,317,764        

-8,322,833        

円

円

うち交付金等対象外経費

102,365,329        

22.8 ％

％

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

うち管内市町村

71,131,110       

うち先駆的事業

うち先駆的事業

人

-                    

円

円

292,656,820     

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円-                         

うち都道府県

人

円

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） -                       人

人

円

円

円

％

人

221,525,710     

-                    

円

円

226,030,531        

円

226,030,531          

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

うち管内市町村

うち都道府県

円

円 円



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

円

円設置当初の基金残高（交付金相当分） 400,000,000                          

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

25,139,354                            

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

うち定数内の相談員

-                                         

-                                         

人

今年度末実績 相談員総数 8

相談員総数

人

相談員総数

④その他

うち定数外の相談員

うち委託等の相談員 前年度末

前年度末 人

人人 今年度末実績相談員総数

今年度末実績人

人前年度末 相談員総数

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

消費生活相談員の配置 9

5,014                                   

①報酬の向上

相談員総数 9

相談員総数前年度末

前年度末の基金残高（交付金相当分） 25,134,340                            

人

円

相談員総数 8

円

今年度末実績

処遇改善の取組 具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上

自主財源により相談員の研修参加を支援（継続）



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人相談員総数

1 人

相談員総数41 人

1

前年度末

相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 45

今年度末実績前年度末

うち定数内の相談員

消費生活相談員の配置

人前年度末 相談員総数

人

○

自主財源で報酬月額の引き上げ（渋川市：H28年度151,200円→H29年度155,700円）

研修参加のための費用を支出し、相談員の資質向上を支援した。（前橋市、桐生市、伊勢崎市、安中市、みどり市、甘楽町、玉村町、板倉町、明和町、大泉町、吾妻広域町村圏振興整備組合）

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数

今年度末実績 相談員総数

人

4642

○

相談員総数

平成28年度に引き続き、相談時間の変更により、相談準備時間及び事務処理時間を短縮（邑楽町）
年次有給休暇とは別に、夏季特別休暇（有給）を3日間付与（伊勢崎市）

④その他

②研修参加支援

③就労環境の向上 ○

①報酬の向上


